
意見案第１号

防災・減災、国土強靱化対策のさらなる推進を求める意見書

近年、大規模地震の切迫性や地球規模での気候変動等に伴う災害リスクの高まりなど、

国土強靱化を取り巻く情勢が目まぐるしく変化する中、本道においても、2018年の北海

道胆振東部地震などにより甚大な被害が発生しているほか、日本海溝・千島海溝沿いの

巨大地震が切迫するなど、国土強靱化のさらなる推進は、本道にとって喫緊の課題とな

っている。

現在、国においては、令和３年度から７年度までの５か年に追加的に必要となる事業

規模等を定めた「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」を推進し、災害

に屈しない国土づくりを進めており、本年６月には「強くしなやかな国民生活の実現を

図るための防災・減災等に資する国土強靱化基本法」を改正し、「国土強靱化実施中期

計画」を位置づけ、５か年加速化対策後の国土強靱化の着実な推進に向け、必要な検討

を行うこととしている。

令和７年度で終了する５か年加速化対策後も、切迫する大規模地震災害、相次ぐ気象

災害、火山災害等から、道民の生命と財産を守るためには、中長期的かつ明確な見通し

の下、老朽化したインフラの更新・長寿命化など継続的・安定的に防災・減災、国土強

靱化の取組を進めていくことが重要である。

よって、国においては、次の措置を講ずるよう強く要望する。

記

１ ５か年加速化対策後も継続的・安定的に国土強靱化の取組を進めるため、地方の意

見を十分に反映した上で国土強靱化実施中期計画を早期に策定し、必要な予算・財源

を通常予算とは別枠で確保すること。

２ 防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策に必要な予算・財源を例年以上

の規模で確保すること。

３ 近年の資材価格の高騰や賃金水準の上昇に対応する中でも、国土強靱化の取組が計

画的に進められるよう、十分な予算の確保を図るとともに、予算の配分に当たっては、

国土強靱化に必要な社会資本整備の遅れている地方に十分配慮し、地方負担の軽減を

図ること。

以上、地方自治法第99条の規定により提出する。
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